
事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0102010800020101 事務事業名 財産管理総務管理事務事業
担当部 総務部

担当課 財産管理課

07 政策名 07 新たな行政経営によるまちづくり 担当課長 池田宏幸

### 施策名 01 健全な財政運営の推進 グループ 財産管理グループ

### 基本事業名 02 市有財産の適正管理と有効活用 内線番号 1332

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 02 総務費 ■ 年度～）

項 01 総務管理費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 08 財産管理費 根拠法令・条例等

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市公共施設管理計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

普通財産の処分件数 件 4 1 2 1 1

霧島市公共施設マネジメント計画推進本部（庁内委員会） 回 8 6 6 10 10

霧島市公共施設マネジメント計画推進委員会（外部委員会） 回 5 2 2 2 2

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

他課に属さない普通財産

公共建築物

土木インフラ

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

適切な管理

維持管理手法等の見直し

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 6,883 0 2,696 0 0

千円 15,000 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 15,667 300 2,420 300 0

千円 43,197 32,069 25,915 18,369 18,669

千円 80,747 32,369 31,031 18,669 18,669

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 80,747 32,369 31,031 18,669 18,669

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

・他課に属さない普通財産の除草作業や事故の未然防止等の管理や、未利用地の貸付・処分などの有効活用に関する事務を行う。
・将来にわたって健全な財政運営の堅持と適切な公共サービスを提供するため平成27年3月に策定した「霧島市公共施設管理計画」に基づき公共
施設マネジメントを推進する。公共建築物については、40年後の平成66年度までに現在の保有量を4割まで縮減する目標としており、平成31年度ま
での第1期実施期間（前期）の目標12％縮減に向けて、民間の類似サービスの有無、国が示す適正規模・適正配置等の基準、地域や民間等のニ
ーズ、不動産としての市場性などを基に総合的に判断を行い、市の関与をなくす候補施設の案を地域へ示し、意見交換会等を開催しながら合意形
成を図る。このほか、長寿命化、財源の確保、維持管理業務の効率化などに取り組む。道路・橋梁、上下水道等の土木インフラについては、維持管
理手法や適切な管理水準及びサービス提供のあり方などについて検討、見直しを行う。
公共施設マネジメントの推進にあたっては、庁内委員会において総合調整・進捗管理を行い、外部委員会において進捗状況の報告・取り組みに対
する意見聴取などを行う。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ
保有量適正化（複合化・機能集約・除
却・譲渡）

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
財産の管理・処分、貸付を含めた有効
活用を行う

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

国・地方を通じ厳しい財政状況の中、本市にお
いても今後、公共建築物や土木インフラに係る
多額の更新費用が財政を圧迫することは必至
であり、施設保有量の見直しや維持管理方法の
見直し等によって、施設の更新、維持管理に必
要なコストを縮減することが喫緊の課題である。
また、議会では公共施設管理計画の推進や、
公共施設の有効活用について一般質問があっ
た。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

【参考：昨年度の内容】
平成27年度　除草作業に要した委託費
　　3,938,880円
平成27年度　その他普通財産の管理に要した委託費（警備、清掃等）
　13,494,875円
霧島市公共施設マネジメント計画推進本部会議（庁内委員会）：6回
霧島市公共施設マネジメント計画推進委員会（外部委員会）：2回
集約都市形成支援事業費（委託料）：5,391,360円
包括管理委託に関する研修会：職員94名、指定管理23名、議員7名
研修視察（7月、2月）：佐倉市、福知山市、周南市
公共施設要覧の作成

他課に属さない普通財産について、除草作業や清掃等を実施したことに
より、適切に管理することができた。

公共建築物の保有量適正化へ向けた対象施設（案）を検討した（第1期
実施期間のうち前期5年間の縮減数値目標：9.9万㎡）。
集約都市形成支援事業により、JR隼人駅西側の地域の実態・課題につ
いて整理し、隼人駅周辺における施設再編の方向性の検討を行った。
研修会では、公共施設の管理業務などのマネジメントについて、先進自
治体の取組事例を紹介することで、施設管理者をはじめ参加者の意識を
高めることができた。



0102010800020101 財産管理総務管理事務事業
総務部

財産管理課

理　由

①

☐

☐

☐

②

☐

☐

③

☐

☐

☐

④

☐

☐

⑤

☐

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はない

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

未利用財産の処分が進むことで事業費の縮小を見込むことができ
るが、未利用財産の処分が大幅に進むことは難しく、処分に要す
る経費も必要であるため、直近の事業費を削減することは難しい。
また、公共施設マネジメントに係る経費については必要最小限で
あるため削減の余地はない。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

市有財産の処分や効率的な管理方法の具体的手法を今後も引き
続き検討し実施する必要がある。公共施設マネジメント計画の推
進にあたっては、必要最小限の人員であるため削減余地はない
が、人件費の削減につながる事務の効率化に努める。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

・市有財産の総量適正化や処分等による維持管理経費の縮小を図り、自主財源の確保や歳出削減に努める。
・公共施設マネジメントについては、財産管理総務管理事務事業から分離して、事務事業の管理を行う。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

・他課に属さない普通財産の積極的な処分を行う。また、清掃・草払い等は、効率的に実施し、経費削減に努める。
・公共施設マネジメントについては、財産管理総務管理事務事業から分離して、事務事業の管理を行う。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0102010800020101 財産管理総務管理事務事業
担当部 総務部

担当課 財産管理課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 449 0

8 294 0

9 461 45 45

10 0 0

11 8,003 4,115 4,115

613 508 508

18 27 27

0 0

950 0

513 627 627

5,899 2,943 2,943

0 0

10 10 10

0 0

12 314 206 206

74 78 78

0 0

240 128 128

0 0

13 17,434 14,277 14,277

14 667 19 19

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 3,406 0

18 0 0

19 3 7 7

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

31,031 18,669 18,669

2,696 0

0 0

0 0

2,420 300

25,915 18,369 18,669

計 31,031 18,669 18,669

当初予算 32,369 区分 名称 金額

補正予算 5,400 国庫支出金 公的不動産活用計画策定支援事業費 2,696

5,400 その他 その他貸付料 2,420

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 ▲ 408 0

予算合計 37,361 0

0

0

0

0

合　計 5,116

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

補正第1号

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0113010201010201 事務事業名 簡易水道事業費負担金事業
担当部 総務部

担当課 財産管理課

01 政策名 01 快適で魅力あるまちづくり 担当課長 池田　宏幸

### 施策名 01 生活基盤の充実 グループ 財産管理グループ

### 基本事業名 02 安全で良質な水の安定供給 内線番号 1332

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 13 諸支出金 ■

項 01 公営企業費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 02 水道事業費 根拠法令・条例等

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

補助額 千円 76,191 71,203 71,201 71,203 66,092

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

簡易水道事業

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

適切な補助

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 76,192 71,203 71,201 67,836 66,092

千円 76,192 71,203 71,201 67,836 66,092

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 76,192 71,203 71,201 67,836 66,092

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　公営企業の基本原則である独立採算制を堅持しながら、安定的かつ継続的に簡易水道のサービスを提供していくため、簡易水道事業に対して、
法令等の定めに沿って一般会計が負担すべき額を適切に繰り出す。

　簡易水道事業…水道法上、導管及びその他の工作物により、水を人の飲用に適する水として供給する水道のうち、給水人口が100人を越え5,000
人以下であるものをいう。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
安全で良質な水を安定して供給できる
。

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　公営企業への繰出基準に基づく金額を適切
に支出している。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

　平成27年度　負担金補助及び交付金　　71,201,000円 　公営企業への繰出基準に基づく金額を適切に支出した。



0113010201010201 簡易水道事業費負担金事業
総務部

財産管理課

理　由

①

☐

☐

☐

②

☐

☐

③

☐

☐

☐

④

☐

☐

⑤

☐

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？ 【参考：昨年度の内容】

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はない
【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ 　法令等の定めに沿って適切に繰り出している。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　
　負担額の協議や支払事務等最小限の業務に収まるよう努めてい
る。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？ 【参考：昨年度の内容】

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

　引き続き、負担額や支払い時期等を関係課と協議する。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

　今後も継続して繰出基準に基づいた額を支出する。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0113010201010201 簡易水道事業費負担金事業
担当部 総務部

担当課 財産管理課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 71,201 67,836 66,092

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

71,201 67,836 66,092

0 0

0 0

0 0

0 0

71,201 67,836 66,092

計 71,201 67,836 66,092

当初予算 71,203 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 71,203 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0113010303040201 事務事業名 工業用水道事業費負担金事業
担当部 総務部

担当課 財産管理課

03 政策名 03 活力ある産業のまちづくり 担当課長 池田　宏幸

### 施策名 04 雇用の促進 グループ 財産管理グループ

### 基本事業名 02 企業の誘致 内線番号 1332

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 13 諸支出金 ■

項 01 公営企業費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 03 工業用水道事業費 根拠法令・条例等

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

負担額 千円 26,082 30,131 26,058 41,074 23,474

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

工業用水道事業

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

事業の継続

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 6,634 30,131 26,058 41,074 23,474

千円 6,634 30,131 26,058 41,074 23,474

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 6,634 30,131 26,058 41,074 23,474

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　工業用水道事業に必要な事業費の一部を負担する。

　工業用水道事業…工業用水道事業とは「工業用水道事業法（昭和３３年、法律第８４号）」でいう「工業」（製造業、電気供給業、ガス供給業及び熱
供給業）の用に供する水（水力発電用、飲用を除く）のことを「工業用水」という。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
安全で良質な水を安定して供給できる
。

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　平成元年から上野原工業団地へ工業用水を
供給している水道施設は、現在まで軽微な修繕
等を繰り返しながら稼働しているが、老朽化が進
んでおり、大規模な更新工事が必要な時期を迎
えている。また、上野原工業団地は多量の水を
使用しない企業が立地していることや、工業団
地の一部が公園として整備されたことなどにより
、使用水量は当初の供給計画に対して大幅に
少なくなっているため、当該水道使用料のみで
の施設更新は困難である。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

　平成27年度　負担金補助及び交付金　　26,058,000円 　工業用水道事業の運営に寄与した。



0113010303040201 工業用水道事業費負担金事業
総務部

財産管理課

理　由

①

☐

☐

☐

②

☐

☐

③

☐

☐

☐

④

☐

☐

⑤

☐

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？ 【参考：昨年度の内容】

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はない
【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

　
　負担額については水道部と協議のうえ、適切な額だけを交付し
ている。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　支払事務等最小限の業務である。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？ 【参考：昨年度の内容】

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

　
　引き続き工業用水道事業へ対する適切な補助となるよう関係課と協議を行う。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

　
　工業用水道事業の経営状況を把握し適正な補助を行う。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0113010303040201 工業用水道事業費負担金事業
担当部 総務部

担当課 財産管理課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 26,058 41,074 23,474

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

26,058 41,074 23,474

0 0

0 0

0 0

0 0

26,058 41,074 23,474

計 26,058 41,074 23,474

当初予算 30,131 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 30,131 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0102010807010206 事務事業名 財産管理課所管公用車管理事務
担当部 総務部

担当課 財産管理課

07 政策名 07 新たな行政経営によるまちづくり 担当課長 池田　宏幸

### 施策名 01 健全な財政運営の推進 グループ 財産管理グループ

### 基本事業名 02 市有財産の適正管理と有効活用 内線番号 1332

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 02 総務費 ■

項 01 総務管理費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 08 財産管理費 根拠法令・条例等

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

共用車台数 台 32 33 33 33 33

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

公用車

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

公用車の効率的運用

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

安全かつ有効に運用する。

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 10,901 500 7,118 500 500

千円 5,850 19,071 13,965 10,909 10,909

千円 16,751 19,571 21,083 11,409 11,409

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 16,751 19,571 21,083 11,409 11,409

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　本庁財産管理課及び隼人地域振興課、各総合支所地域振興課で全庁共用で使用する公用自動車を管理し、内部情報システムを活用した使用
予約制度の運用など、効率的な活用を行っている。また、安全運転責任者を設置し、安全運転の励行や公用車使用前・使用後の点検や清掃など、
職員に対する啓発を併せて実施している。

　共用車保有台数内訳　：　財産管理課　17台　　隼人地域振興課　6台　　溝辺　地域振興課　1台　　牧園　地域振興課　2台
　　　　　　　　　　　　　　　　　　霧島　地域振興課　5台　　福山　地域振興課　2台

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
財産の管理・処分、貸付を含めた有効
活用を行う。

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　組織機構再編や職員数の変化、限られた予
算の有効活用のため、必要最小限の公用車を
効率的に運用することが重要となっている。さら
に公用車を安全かつ長期的に使用するため、
定期的な点検や修繕を適切に実施するとともに
計画的な更新を行っている。また、環境保全へ
の意識の高まりがある中にあって、本市におい
ても環境への影響を配慮した車両の調達に努
めている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

共用車年間走行距離（H26.6.1～H27.6.1）
　財産管理課　　　　　 17台　合計　208,558Km　（平均12,268ｋｍ）
　隼人地域振興課　　　6台　合計　 47,636Ｋｍ　（平均7,940ｋｍ）
　溝辺　地域振興課　　1台　　　　　 　6,889ｋｍ
　牧園　地域振興課　　2台　合計　 12,161ｋｍ　（平均6,081ｋｍ）
　霧島　地域振興課　　5台　合計 　24,135ｋｍ　（平均4,827ｋｍ）
　福山　地域振興課　　2台　合計　 11,511ｋｍ　（平均5,756ｋｍ）

　年間を通して共用車は頻繁に利用されており、遠方の出張や視察等の
公務に有効活用されている。



0102010807010206 財産管理課所管公用車管理事務
総務部

財産管理課

理　由

①

☐

☐

☐

②

☐

☐

③

☐

☐

☐

④

☐

☐

⑤

☐

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

　公用車の定期的な点検・修繕を行い、長期的かつ効率的に活用できるよう努める。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はない

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ 　共用車は年間走行距離が長く、利用頻度も多いため、安全な利

用を確保するためには、現在の予算は必要最低限の費用である。
 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　財産管理課及び隼人地域振興課、各総合支所地域振興課所管
公用車を庁内の公用車予約のシステムの活用を利用し効率的に
稼働できるようにしている。また財産管理課共用車は年間の車検・
点検業務を行う業者を入札で決定し効率的な業務を行うようにし
ている。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

　安全運転や使用前・使用後の点検、清掃など、さらなる意識向上を図る。また、他の各課等に配置されている公用車の効率的な
稼動方法や台数の縮減、更新時期の平準化などの検討を行う。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



0102010807010206 財産管理課所管公用車管理事務
担当部 総務部

担当課 財産管理課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 6,239 5,637 5,637

314 55 55

2,970 3,098 3,098

0 0

52 0

0 0

2,903 2,484 2,484

0 0

0 0

0 0

12 474 56 56

0 0

0 0

86 13 13

388 43 43

13 0 0

14 2,823 2,900 2,900

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 10,730 2,042 2,042

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 409 500 500

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 408 274 274

28 0 0

21,083 11,409 11,409

0 0

0 0

0 0

7,118 500 500

13,965 10,909 10,909

計 21,083 11,409 11,409

当初予算 22,588 区分 名称 金額

補正予算 0 その他 雑入 7,118

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 109 0

予算合計 22,697 0

0

0

0

0

合　計 7,118

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0102010807010207 事務事業名 公有財産（建物・自動車）保険事務
担当部 総務部

担当課 財産管理課

07 政策名 07 新たな行政経営によるまちづくり 担当課長 池田　宏幸

### 施策名 01 健全な財政運営の推進 グループ 財産管理グループ

### 基本事業名 02 市有財産の適正管理と有効活用 内線番号 1332

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 02 総務費 ■ Ｓ 45 年度～）

項 01 総務管理費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 08 財産管理費 根拠法令・条例等

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

建物加入件数 件 811 812 818 818 818

自動車加入件数 件 435 435 427 427 427

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

建物

自動車

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

損害の補てん

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

安全かつ有効に運用する。

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 2,759 2,775 2,742 2,843 2,843

千円 2,759 2,775 2,742 2,843 2,843

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 2,759 2,775 2,742 2,843 2,843

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　市所有の建物、自動車の不慮の事故に備えて、全国市有物件災害共済会（以下「共済会」）の自動車及び建物総合損害共済に一括加入してい
る。（市営住宅、市立病院は担当課で加入。）また、事故や災害が発生した市側の窓口となって共済会への共済金請求事務を行っている。

　自動車損害共済…市所有の自動車の対人・対物・車両保険
　建物総合損害共済…市所有の財産の火災、落雷、風水雪害などの損害に対応する。

　本課では、共済会に対する市の窓口として、加入手続事務のほか、事故（被災）報告や共済金請求事務などを行っている。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
財産の管理・処分、貸付等を含めた有
効活用を行う。

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

　前年度と比較し、建物共済は、主に防災行政
無線の整備に伴い加入件数が増加している。ま
た公用車に係る自動車共済については、公用
車の共用化や車両台数削減を推進していること
等に伴い加入件数が減少している。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

　平成27年度　共済金額実績
　　　建物　　　　12,639,819円
　　　公用車　　　4,198,950円
　平成27年度　年度当初共済加入件数
　　　建物　　818件
　　　公用車 427件
　平成27年度　共済請求件数
　　　建物　　11件
　　　公用車 13件

　不慮の災害や事故等に、適切に備えることができた。



0102010807010207 公有財産（建物・自動車）保険事務
総務部

財産管理課

理　由

①

☐

☐

☐

②

☐

☐

③

☐

☐

☐

④

☐

☐

⑤

☐

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はない

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ 　共済金の分担金（掛金）が事業の主な費用であり、共済加入に

際し必須であるため削減は困難である。
 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　共済加入や共済金請求等一連の手続きは、定められている方
法により手続きを行っており、最小限の事務にとどまるよう留意して
いる。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

　
　共済加入等の手続きに遺漏がないように、公用車や建物の異動状況を的確に把握する。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

　共済加入対象物件を正確に把握し、共済手続きを迅速に行う。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0102010807010207 公有財産（建物・自動車）保険事務
担当部 総務部

担当課 財産管理課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 15 31 31

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 2,727 2,812 2,812

0 0

0 0

0 0

2,727 2,812 2,812

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

2,742 2,843 2,843

0 0

0 0

0 0

0 0

2,742 2,843 2,843

計 2,742 2,843 2,843

当初予算 2,775 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 2,775 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0102010807010208 事務事業名 公有財産取得処分事務
担当部 総務部

担当課 財産管理課

07 政策名 07 新たな行政経営によるまちづくり 担当課長 池田　宏幸

### 施策名 01 健全な財政運営の推進 グループ 財産管理グループ

### 基本事業名 02 市有財産の適正管理と有効活用 内線番号 1332

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 02 総務費 ■ H 17 年度～）

項 01 総務管理費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 08 財産管理費 根拠法令・条例等

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

境界等測量件数 件 6 8 7 10 10

不動産鑑定件数 件 6 8 13 10 10

公有財産取得処分等委員会開催回数 回 9 4 10 11 11

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

公有財産（土地） 面積 ㎡ 36,316,468 35,880,671 36,458,012 36,022,215 35,586,418

公有財産（建物） 面積 ㎡ 900,905 879,284 900,112 899,319 898,526

取得処分しようとする財産 件 68 50 65 50 50

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

取得処分に要する測量・鑑定等 測量・不動産鑑定等対象実施件数 件 12 10 20 20 20

取得処分価格の検討 開催回数 回 9 10 10 11 11

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

売却・貸付をした未利用財産の件数 件 1 2 1 1

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 722,181 6,450 4,976 22,050 22,050

千円 722,181 6,450 4,976 22,050 22,050

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 722,181 6,450 4,976 22,050 22,050

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　市が公有財産の取得及び処分を必要とする際必要とされる境界測量や不動産鑑定評価を行う。
　また、副市長・教育長・関係部課長級職員で構成する霧島市公有財産取得処分等委員会を設置し、財産の取得や処分の価格を検討、決定して
いる。なお、会議結果は都度市長へ報告している。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ
公有財産取得処分等委員会に諮った案件
数

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
財産の管理・処分、貸付を含めた有効
活用を行う

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

霧島市経営健全化計画（第2次改定）及び霧島
市公共施設管理計画において未利用財産の処
分、公有財産の有効活用、公共施設の機能集
約や総量適正化を図ることとしている。さらに霧
島市保健福祉施設民営化実施計画に基づき保
育園や養護老人ホームの計画的な民間譲渡を
実施している。こうした計画の実施にあたり公有
財産を適正に処分するため、不動産鑑定や測
量業務の重要性が増し、業務量、測量件数共
に増加傾向にある。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

平成2７年度　決算額
　境界測量業務委託料　1,816,662円
　（保育園等民営化に伴う建物表題登記含む）
　不動産鑑定料委託料　3,159,540円
平成27年度　取得処分等委員会　開催回数及び案件数
　開催回数　10回　案件数65件

境界測量業務委託により譲渡予定地の境界を明確にできた。建物につ
いて民営化の準備として表題登記をすることができた。また、不動産鑑定
委託により、取得処分予定地の適正な評価を行うことができた。
　霧島市公有財産取得処分等委員会においては、適正に取得・処分の
ための価格を決定することができた。



0102010807010208 公有財産取得処分事務
総務部

財産管理課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

☐

■

④
市有財産の円滑な取得や処分が困難になる。

■

☐

⑤

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

市有財産の取得及び処分に関する処理が円滑に行えるよう、関係課との連携を図り業務を遂行する。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
市有財産の売却・貸付により維持費の縮小や自主財源の確保に
結びついている。また、取得するものについても、事業の実施に必
要な資産を適切に取得しており、資産の有効活用につながってい
る。 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

市有財産の処分や、市が必要とする財産の取得に関する事務で
あるため市が行う必要がある

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
不動産鑑定士や土地家屋調査士へ業務委託し、不動産鑑定評
価や測量などの適切な成果を得ている。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

発注を時期や内容等を考慮して行うことで、可能な限り経費節減
に努めている。しかし、施設の民営化等による鑑定評価や測量業
務が増えることで今後は、増加していくと思われる。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

市有財産の有効活用を今後さらに推進していくことに伴い、必要
な業務は増えるものと思われる。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

市有財産の評価や境界の確認等について不動産鑑定士や土地
家屋調査士に業務委託を行い専門的な知見を取り入れ公平性を
確保している。また、特定の業者に偏ることなく評価・測量等を依
頼している。 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

取得処分予定地を所管する部署との役割分担を明確化する。また、発注する鑑定・測量等について取得・処分のスケジュールを
把握し、計画的な発注を行う。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



0102010807010208 公有財産取得処分事務
担当部 総務部

担当課 財産管理課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 4,976 7,000 7,000

14 0 0

15 0 5,000 5,000

16 0 0

17 公有財産購入費 0 10,000 10,000

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 50 50

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

4,976 22,050 22,050

0 0

0 0

0 0

0 0

4,976 22,050 22,050

計 4,976 22,050 22,050

当初予算 6,450 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 6,450 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0102010807010209 事務事業名 公有財産台帳管理事務
担当部 総務部

担当課 財産管理課

07 政策名 07 新たな行政経営によるまちづくり 担当課長 池田　宏幸

### 施策名 01 健全な財政運営の推進 グループ 財産管理グループ

### 基本事業名 02 市有財産の適正管理と有効活用 内線番号 1332

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 02 総務費 ■ Ｓ 45 年度～）

項 01 総務管理費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 08 財産管理費 根拠法令・条例等 地方自治法第２３８条、２３８条の４，２３８条の５

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画

市が保有している財産（土地・建物）に関わる台帳（帳簿）の管理を行う。

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

土地異動量 ㎡ 457,932 435,797 141,544 141,544 141,544

建物異動量 ㎡ 3,107 21,621 793 793 793

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

公有財産（土地）

公有財産（建物）

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

総量の把握

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

安全かつ有効に運用する

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 216 216 216 216 216

千円 216 216 216 216 216

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 216 216 216 216 216

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
財産の管理・処分、貸付を含めた有効
活用を行う

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

公有財産の情報を有するものとして、基礎的な
情報を管理する「公有財産台帳」と、新地方公
会計制度導入に伴い整備する「固定資産台帳」
、また霧島市公共施設管理計画の実施に伴い
施設に関係する情報を管理する「公共施設マネ
ジメントシステム」がある。これらの台帳等には共
通して必要な情報と個別に必要となる情報があ
り、今後こうした情報を一元的に管理できるよう
な仕組み作りが必要となる。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

公有財産管理システム保守委託料　216,000円 　公有財産管理システム内のデータを用いて、公有財産の所管課の確認
などの問い合わせに対応することができた。



0102010807010209 公有財産台帳管理事務
総務部

財産管理課

理　由

①

【参考：昨年度の内容】
☐

☐

☐

②

【参考：昨年度の内容】☐

☐

③

【参考：昨年度の内容】
☐

☐

☐

④

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑤

☐

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

【参考：昨年度の内容】☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

引き続き、市有財産の取得・処分の増減等を正確に把握し、システムに反映する。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

【参考：昨年度の内容】
【参考：昨年度の内容】

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

公有財産台帳・固定資産台帳・公共施設マネジメントシステムが一元化出
来るようなシステム作りが出来れば削減できる可能性があるものの現時点で
は削減できない。また、市有財産の総量の把握は、財産を有効活用するう
えで重要な情報であり、さらに情報量が多いことから電算上の管理が効率
的である。当該事業は保守委託料を経費としており、必要最小限の事業費
である。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

公有財産の有効活用の必要性が高まっており、管理すべき情報も
増えると考えられる。そのため、必要な事務や作業も増加すること
が考えられる。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

市有財産の取得・処分の重要性の周知を徹底し、財産の異動のあった部署からの財産異動報告漏れがないようにする。
固定資産台帳の整備に合わせ、財産異動がシステムに的確に反映できるように検討する。また、所有している３システムでそれぞ
れ共通するデータ項目の異動入力等を一元化する手法を検討する。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



0102010807010209 公有財産台帳管理事務
担当部 総務部

担当課 財産管理課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

13 216 216 216

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

216 216 216

0 0

0 0

0 0

0 0

216 216 216

計 216 216 216

当初予算 216 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 0 0

予算合計 216 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0102010807010210 事務事業名 公有財産登記事務
担当部 総務部

担当課 財産管理課

07 政策名 07 新たな行政経営によるまちづくり 担当課長 池田　宏幸

### 施策名 01 健全な財政運営の推進 グループ 財産管理グループ

### 基本事業名 02 市有財産の適正管理と有効活用 内線番号 1332

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 02 総務費 ■

項 01 総務管理費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 08 財産管理費 根拠法令・条例等

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

登記件数 件 7 10 19 20 20

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

建設部所管以外の登記物件 登記依頼件数 件 7 10 11 15 15

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

登記手続き 登記完了件数 件 7 10 10 15 15

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

売却・貸付をした未利用財産の件数 件 2 1 1

安全かつ有効に運用する

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 9 2,809 9 2,809 2,809

千円 9 2,809 9 2,809 2,809

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 9 2,809 9 2,809 2,809

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

建設部以外の公有財産について事業主務課からの依頼を受け表示登記や所有権移転登記等を行う。
また、建設部以外の未登記の現状把握や普通財産の払下げ未登記解消のための方法を検討し取り組む。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
財産の管理・処分、貸付を含めた有効
活用を行う

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

公有財産を適切に管理するため、払下げ未登
記となっている土地の登記手続きは今後も継続
して取り組んでいく必要がある。また、必要な事
業用地の取得や積極的な公有財産の売却等に
より、公有財産の取得処分に関連する登記業務
は増加する傾向にある。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

【参考：昨年度の内容】
建設部以外の未登記地調査を実施
　1,296件
平成27年度　建設部以外の財産に関する登記件数
　19件

登記を行うことで主務課が適正に事業を推進することができた。また建設
部以外の未登記の状況把握を行うことができた。



0102010807010210 公有財産登記事務
総務部

財産管理課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

■

☐

④

■

☐

⑤ 【参考：昨年度の内容】

■

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

登記に関する知識の向上や関係課との登記申請に関する知識の共有をう。また計画的な登記申請を行う。

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
不動産の所有者などの基本的な情報が登記されることで、財産の
管理や活用のための事務が円滑に行える。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

市が目的を有して取得する不動産、あるいは所有している不動産
のための不動産登記法に基づく登記申請であるため。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
事業主務課との登記に関する知識の共有及び連携をとることで、
より円滑な登記事務を行うことができる。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？
不動産の面積、地目等の基本的な事項や所有者等の権利に関し
て、適正な登記ができない。

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

必要である事業費だけを予算に計上したものであり、現時点から
の削減は困難である。

 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

事業主務課と登記に必要な書類を事前に確認する等、円滑に事
務が進むよう留意している。

 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

取得や払下げ等を行った登記を要する財産について、当事者が
確認のうえで、その事実を登記に反映させるものであり、受益者の
偏りなどは生じない。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

建設部以外の未登記地について引き続き調査を実施し、未登記件数を把握する。また、登記に関する知識の向上を図り、登記依
頼部署の業務が円滑に進むよう取り組む。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

（１）事務事業の改革
改善方向性



0102010807010210 公有財産登記事務
担当部 総務部

担当課 財産管理課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 0 300 300

9 0 0

10 0 0

11 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

12 9 9 9

9 9 9

0 0

0 0

0 0

13 0 2,500 2,500

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

9 2,809 2,809

0 0

0 0

0 0

0 0

9 2,809 2,809

計 9 2,809 2,809

当初予算 2,809 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 ▲ 5 0

予算合計 2,804 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む



事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

0102010807010214 事務事業名 西郷公園運営事業
担当部 総務部

担当課 財産管理課

07 政策名 07 新たな行政経営によるまちづくり 担当課長 池田　宏幸

### 施策名 01 健全な財政運営の推進 グループ 財産管理グループ

### 基本事業名 02 市有財産の適正管理と有効活用 内線番号 1332

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 02 総務費 ■ Ｈ２ 年度～）

項 01 総務管理費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 08 財産管理費 根拠法令・条例等

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画

単位
（実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

企画展等実施件数 件 4 4 4 4 4

イベント参加者数 人 80 130 130 120 120

企画展観覧者数 人 29,925 22,220 22,595 22,000 22,000

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

観光客 入園者数 人 29,925 22,220 22,595 22,000 22,000

市民 人口 人 126,773 129,360 126,962 129,679 130,000

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

霧島市の情報を得てもらう 霧島市の情報を得た観光客数 人 1,200 1,200 1,100 1,200 1,200

イベントに参加してもらう イベントに参加してよかったと感じた市民 人 70 120 130 120 120

市の公園として適切に維持管理される 西郷公園に関する苦情件数 人 0 0 0 0 0

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

件 0 0 0 0 0

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 394 547 1,265 6,985 6,985

千円 394 547 1,265 6,985 6,985

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 394 547 1,265 6,985 6,985

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成28年度 （平成27年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

霧島市西郷公園の設置及び管理に関する条例、同条例施行
規則
霧島市行政財産の使用料徴収条例

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　南九州の空の玄関口である鹿児島空港のほぼ正面に位置する西郷公園を維持管理する事業。西郷公園は鹿児島空港前、高速道路のインターチェンジ近くに立地し
ていることもあり観光で来園する方も多数いるため、霧島市を周知するには有用な施設となっている。
　年中無休で、営業時間は８時３０分から１７時３０分まで。入園料は無料。
　平成２２年４月に観光、教育文化の振興と地域経済の活性化を図ることを目的に、「明日の西郷公園を見詰める会議」が設立され（メンバーは西郷銅像建立に携わった
方、一般公募で集まった方など）、西郷公園及び西郷像の有効活用、将来ビジョン等について協議を行っているほか、西郷公園のボランティア美化作業、西郷隆盛の命
日月には西郷南洲例大祭、誕生月には西郷南洲生誕祭などのイベントを実施している。
　また、平成26年9月より公園内の回廊部分を活用し、霧島市文化協会がギャラリーを設け、常時、様々な作品展示を行っている。
　なお、公園内特産品販売所については、貸付していた事業所が撤退したため平成28年2月から霧島市シルバー人材センターに日常的な管理・清掃を業務委託してい
る。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
26年度 27年度 28年度 29年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （見込）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

26年度 27年度 28年度 29年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （目標）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
財産の管理・処分、貸付を含めた有効
活用を行う

管理に問題があった財産の数/管理している
財産の数

イ

ウ

26年度 27年度 28年度 29年度

（決算) （予算) （決算) （予算) （計画)

公園がオープンしてから２０年以上経過しており
、老朽化による軽微な修繕を行っている。
現在、「霧島市文化協会」が展示ギャラリーを開
設し、様々な作品展示を行っている。また、「明
日の西郷公園を見詰める会議」が、イベントを実
施するなど、公園の有効活用を図っている。
貸付していた事業者が撤退したため、特産品販
売所が空き店舗となっている。
平成30年度に明治維新150周年を迎える。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成27年度の実績及び成果

（１）平成27年度の実績（取組） （２）平成27年度の成果

　【企画展】（実施月　５月）　霧島フォトコンテスト展示　参加人数4,545人
　　　　　　　（毎月）ギャラリー常設展　18,050人

　【イベント】（実施月　8月）西郷公園ボランティア美化作業　40人
　　　　　　　 （実施月　9月）西郷隆盛南洲翁例大祭　参加人数30人
　　　　　　　 （実施月　１２月）西郷隆盛生誕祭　参加人数　60人

「西郷公園のあり方検討会」 8回開催

県観光課、姶良伊佐地域振興局と公園再整備にかかる協議
　

　現在、明日の西郷公園を見詰める会議や霧島市文化協会が中心となり
、イベントの実施や作品の常設展示により、西郷公園を施設として有効活
用し市民、観光客の集客効果をあげている。
　また、西郷公園ボランティア美化作業や、西郷南洲生誕祭や西郷南洲
生誕祭を開催するなどし、敬天愛人思想の学びの場としても利用されて
いる。



0102010807010214 西郷公園運営事業
総務部

財産管理課

理　由

①

■

☐

☐

②

■

☐

③

☐

☐

■

④
市として適切に施設（公園）を維持管理できなくなる。

■

☐

⑤ 【参考：昨年度の内容】

■

☐

☐

⑥

■

☐

⑦

■

☐  削減できる

⑧

■

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ（Ａｃｔｉｏｎ － Ｐｌａｎ）＞（組織決定）
【参考】前年度の改革改善の方向性

≪ 継続 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

○

８．２次評価結果　（担当部長評価） 評価者 部局

継続 休止 廃止やり方改善 事業拡充 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振返り　＜SEE（Ｃｈｅｃｋ）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？
　市の財産である西郷公園について公園の維持管理補修を行い
企画展などを開催することは、市の財産を有効活用し、また、補修
等を行うことで、事故等の未然防止に努めることに結びつく。

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

　西郷公園が市の財産であるため、市が維持管理を行う必要があ
る。

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？
　ボランティア清掃で、施設（公園）の美化保持を行い、イベント等
で施設（公園）の周知を行い利活用を図っているが、施設（公園）
の老朽化による修繕を適時行わないと維持管理が難しい状況に
ある。維持管理・運営については、霧島市公共施設マネジメント計
画を考慮し、今後の有効活用を検討する。

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務事業は
ありませんか？

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

【参考：昨年度の内容】
　類似事業がない。

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

　事業費の主なものが、施設（公園）の維持管理、修繕費となって
いる。今後も、施設の老朽化に伴い、修繕に係る財政負担が増え
る見込みであるが、民間活力の活用など維持管理業務の効率化
に努め、ライフサイクルコストの縮減を進める。 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減できません
か？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

　主な業務として、「明日の西郷公園を見詰める会議」に関係する
各種イベントの調整準備、また、施設にかかる各種契約（修繕、業
務委託）、使用許可事務がある。
各種イベントについては、ボランティアの方々に協力いただき課の
職員総出で対応しているため現状からは削減の余地はない。 削減できない

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

　西郷公園は、無料で解放している公園であり、施設の周辺市民
の方等広く一般の方が、休息等、憩いの場等で、だれもが利用す
る施設であるため、受益と負担の適正化を求めるものではない。

 公平・公正である

 見直す必要がある　

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成28年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

平成26年度に策定した霧島市公共施設管理計画に基づき、西郷公園の今後のあり方について検討する。

（３）平成29年度の方
向性　　　　　　　　　（
具体的な取組）

平成28年度の検討結果に基づき、西郷公園の適切な管理・運営を行う。

（１）事務事業の改革
改善方向性



0102010807010214 西郷公園運営事業
担当部 総務部

担当課 財産管理課

９．コストの推移

（単位：千円）

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

7 0 0

8 5 10 10

9 0 0

10 0 0

11 412 3,230 3,230

24 30 30

0 0

0 0

0 0

0 3,000 3,000

388 200 200

0 0

0 0

0 0

12 98 177 177

0 74 74

0 0

0 0

98 103 103

13 708 3,525 3,525

14 32 33 33

15 0 0

16 0 0

17 公有財産購入費 0 0

18 0 0

19 10 10 10

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

1,265 6,985 6,985

0 0

0 0

0 0

0 0

1,265 6,985 6,985

計 1,265 6,985 6,985

当初予算 547 区分 名称 金額

補正予算 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

流用・充用 730 0

予算合計 1,277 0

0

0

0

0

合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成27年度　（決算） 平成28年度　（当初予算） 平成29年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

平成27年度補正・流用状況 平成27年度特定財源内訳

平成27当初予算には平成26年度からの繰越分を含む
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